
講師派遣プログラム実施概要  

1目 的  障害者自立支援法下での新サービス体系への円滑な移行と障害福祉向上を目  
的とした研修等に対し、講師派遣とそれに伴う事務上の手続きを支援するこ  

とにより、より多くの方に研修を受講していただける機会をつくることとし  

ます。  

2．申請団体  神奈川県内において、障害児t者へ福祉サービスを提供している団体  

3対象事業  以下の内容に関する研修等を事業の対象とします。  

（1）障害者自立支援法の理解・促進に関すること  

（2）新サービス体系への移行に関すること  

（3）神奈川県の障害福祉向上に関すること  

4．費  用  無料（講師謝礼を含む）  

5．申請方法  講師派遣希望日の1か月前までに所定の申請用紙にて必要事項を記入の上、  

社団法人かながわ福祉サービス振興会まで郵送・ファックスまたはメール  

添付にて提出してください。  

尚、研修要領・案内などがあれば参考資料として添付してください。  

6．その他  当該事業は、神奈川県より委託を受けて社団法人かながわ福祉サービス振  

興会が障害者自立支援対策臨時特例基金による特別対策事業として実施し  

ています。  

お申し込み・お問合せ  

転 社団法人 かながわ福祉サービス振興会  
〒231－0005 横浜市中区本町2丁目10番地 横浜大栄ビル5階  
電話：04ト227－7044（9：00～17：30）FAX：045－212－9044  
E一触iI：info5＠k8nafuku．jp http：／／州．k8nafuku．jp／8PeCiar／  
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新サービス体系移行等総合推進事業実施要領  

第1 趣旨   

この要領は、新サービス体系移行等総合推進事業（以下「総合推進事業」という。）の実施  

について、障害者自立支援対策臨時特例基金管理運営要領（平成19年2月6日付け障発第  

0206004号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長通知）（以下「基金管理運営要領」とい  

う。）に定めるもののほか、必要な事項を定める。  

第2 目的   

総合推進事業は、基金管理運営要領に基づく特別対策事業のうち、次の事業を一元的かつ総  

合的に実施することにより、障害者自立支援法における事業者の安定的なサービス提供及び制  

度の円滑な運用を図ることを目的とする。  

（1）新サービス休系移行等支援事業  

（2）在宅重度障害者地域生活促進事業  

（3）相談支援体制整備特別支援事業（県事業）  

（4）障害児療育体制整備事業（県事業）  

第3 事業の実施主体   

総合推進事業の実施主体は、神奈川県とする。ただし、総合推進事業を一体的に実施するこ  

とのできる法人に委託することができる。   

また、第2（1）の事業は、別に指定都市、中核市に委託することができる。  

第4 事業の内容   

総合推進事業の内容等は次のとおりとする。  

（1）新サービス体系移行等支援事業  

ア 移行推進コンサルタント派遣事業  

（ア）事業の内容  

新体系サービスに移行を予定している事業所等にコンサルタントを派遣し、移行の  

ための体制づくり、事業内容の充実等、新体系サービスに円滑に移行できるように支  

援を行う。  

（イ）派遣の対象法人等  

① 新体系サービス移行前の指定障害福祉サービス事業所等又は障害者地域作業所等  

であって、今後、新体系サービスに移行することを予定している事業者、法人又は  

団体  

② 既に新体系サービスに移行した指定障害福祉サービス事業所等であって、今後、  

事業の円滑な運営を図るために必要と認められる法人  

（ウ）コンサルテーションの内容  

① 経営・財務に関するコンサルテーション  

② 人事・労働法規に関するコンサルテーション  

③ 指定申請・法人設立に関するコンサルテーション  
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④報酬請求事務に関するコンサノ←テーション  

⑤ 障害福祉サービスの支援に関するコンサルテーション   

（妙 法律相談  

⑦ その他  

イ 移行推進研修会  

（ア）事業の内容  

複数の事業所等の経営者等に対して、経理事務（財務、会計処理等）、法人格取得  

のための支援を図るための研修会を実施する。  

（イ）研修の対象法人等  

① 新体系サービス移行前の指定障害福祉サービス事業所等又は障害者地域作業所等  

であって、今後、新体系サービスに移行することを予定している事業者、法人又は  

団体  

② 既に新体系サービスに移行した指定障害福祉サービス事業所等であって、今後、  

事業の円滑な運営を図るために必要と認められる法人  

（ウ）研修の内容  

障害者自立支援法の新体系サービスヘの移行のため、制度概要、移行のポイント、   

経営ノウハウ等の理解を深め、円滑な新体系サービスへの移行を支援する。  

（2）在宅重度障害者地域生活促進事業（重度訪問介護サービス基盤整備事業）   

ア 事業の目的  

重度訪問介護サービスは、障害者の地域移行を促進するための重要なサービスである  

が、制度施行後間もないことから、十分なサービス基盤が整備進まず、重度訪問介護サ  

ービス利用者に不安が生じている。  

このため、本事業により、重度訪問介護サービスの安定的な事業所運営を確保し、在  

宅重度障害者の地域生活を支えるサービス提供体制の整備促進を図る。   

イ 事業の概要   

（ア）研修の実施  

従業者の資質向上及び職場定着等に資する研修等を実施する。   

（イ）先駆的事例集の作成  

重度訪問介護事業所における先駆的実践事例集を作成し、他事業所等への周知を図  

りノウハウの共有化を図る。   

ウ 事業の実施内容   

（ア）研修会の内容  

重度訪問介護事業所の従業者を中心とした重度身体障害者のケアサービスの資質向  

上のための研修会を開催する。   

（イ）実践事例集の内容  

先駆的に重度訪問介護サービスを提供している事業所の以下のサービス提供例等を  

集約し、その事例を他の事業所に広く紹介する。  

① ケアプランモデル  

② 報酬の請求と経営モデル  

③ その他参考になる事例  
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（3）相談支援体制整備特別支援事業（特別アドバイザー派遣事業）   

ア 事業の目的  

障害者が地域で安心して暮らすためには、地域自立支援協議会をはじめとする相談支  

援体制等の構築が重要であり、本事業により、その体制整備や充実強化を促進し、早急  

に相談支援体制を整備・確立する。   

イ 事業の概要  

先進地域のスーパーバイザーや学識経験者等を特別アドバイザー（以下「アドバイザ  

ー」）として招碑し、個別又はチームで県内の相談支援体制の整備や充実強化に向けて、  

評価、指導等を実施する。   

り 事業の実施内容   

（ア）相談支援事業所へのアドバイザーの派遣  

具体的な相談事例を元に、相談の見立てやケアマネジメントの技法等のカンファレ  

ンスを個別に行うため、相談支援事業所からの依頼により、アドバイザーを派遣する。  

アドバイザーの派遣にあたっては、相談事例の内容や障害種別などによって、適当  

な人選を行う。   

（イ）地域自立支援協議会へのアドバイザーの派遣  

今後、地域自立支援協議会の立ち上げを予定している市町村等からの依頼により、  

先進地域で中心的な役割を果たしている者や学識者等をアドバイサーとして派遣する。   

（ウ）研修の実施  

県内の相談支援従事者等に対して、相談支援の資質向上やケアマネジメントの確立、  

又は相談支援事業者の相談支援体制の整備や充実強化を図り、地域支援体制の構築を  

目指すための研修を行う。  

（4）障害児療育体制整備事業   

ア 事業の目的  

乳児・幼児期の発達は目覚しく、この時期によりよい環境を整えて、適切な療育を進  

めることは、成長を更に助け、障害の軽減・社会適応能力の向上等に寄与する。そこで、  

保護者、検診機関、療育関係者（以下「保護者等」という。）が必要とする情報、解説、  

啓発資料（パンフレット等）の作成を研究・検討し、その成果物を広く配付することに  

より保護者等の支援を図る。   

イ 事業の内容   

（ア）障害児を育てる保護者等が必要とする情報の内容及び発信方法の研究   

（イ）シンポジウム等の開催による普及・啓発   

（ウ）事業の成果を集約したパンフレット等の作成  

附 則  

この要領は、平成19年8月1日から施行し、平成21年3月31日をもって廃止する。  
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鳥取県実施事例  

平成19年度移行等支援事業概要  

1．目 的  

障害者自立支援法における新体系サービスヘ移行できていない小規模作業所、旧法   

体系サービス事業者（以下「小規模作業所等」）という。）が個別給付や地域活動支援   

センターなど新事業体へ円滑に移行できるように支援する。また、新事業体系のうち   

就労系への移行を希望する小規模作業所等に対して、利用者工賃を増加させるための   

事業も併せて実施する。  

2．実施主体  

鳥取県（特定非営利活動法人 鳥取県障害者就労事業振興センターに委託。以下「振   

興センター」という。）  

3．内  容  

ア 経営コンサルタントの派遣  

① 小規模作業所等に経営コンサルタントを派遣し、移行のための体制づくり、運  

営基盤の確立、事業内容の充実等新事業体系に円滑に移行できるよう支援する。  

なお、移行時期は、原則として平成20年度末を目標とする。  

② 経営コンサルタントの派遣箇所数等は、今後県が設置予定の「エ賃3倍増検討  

委員会（仮称）」等の意見を元に、委託費の範囲内で決定する。  

③ 新事業体系のうち就労系への移行を希望する小規模作業所等に対しては、新事  

業体系への移行推進の他、利用者の工賃増額に向けての経営指導や市場調査、収  

益性の向上を図る対策等についての支援を併せて実施する。  

④ 経営コンサルタントの派遣に際して、派遣をスムーズに行い、委託事業を効率  

的に実施するために、必要に応じて事前に説明会や講習会を開催する。  

イ 経営等相談支援事業  

人事管理や労務管理又は会計処理等の経営全般等について、小規模作業所等か  

らの相談（移行を前提とする）を受け付け、助言・指導を行う。なお、必要に応  

じて人事管理等の助言や指導が可能な経験者等の専門家を確保する。  

ウ コーディネーターの配置  

当該事業を円滑に進めるため、振興センター内にコーディネーターを1名配置  

する。  

4、事業実施に当っての留意事項  

①既に新事業体系に移行した事業所については、経営コンサルタントは派遣しない  

ものとする。ただし、派遣決定前までに移行していない場合はこの限りではない。  

②経営コンサルタント派遣決定後、移行したところについては、派遣の必要性を勘  

案し派遣を継続することとする。但し、派遣期間は平成19年度末までを限度と  
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する。  

③派遣する経営コンサルタントの選定にあたっては、あらかじめ障害福祉に精通し   

たコンサルタントを選定するなど、当該事業が円滑に進むような方策で実施する。  

④小規模作業所等に対しても、事前に当該事業に係る説明会を開催するなど広く周   

知の上、希望者を募る。  

⑤経営コンサルタントを派遣する小規模作業所等については、あらかじめ今後の小   

規模作業所等の方向性や経営理念等を代表者から確認の上、派遣先を選定する   

など事業効果が確実に見込める方法とする。  

また、派遣先決定にあたっては、鳥取県及び鳥取県が設置予定の「エ賃3倍計   

画検討委員会（仮称）」の意見を参考として選定する。  

⑥19年度の経営コンサルタント派遣先については、原則として20年度も優先的   

に経営コンサルタントを派遣するものとする。（但し、上記②の場合を除く）  

⑦振興センターと鳥取県は緊密な連携を保って当該事業を実施する。  

5 スケジュール  

①経営コンサルタント派遣  

7月 説明会等準備  

8月 説明会の開催  

派遣申込受付及びコンサルタント志望意向確認  

9月 派遣事業所選定（申込事業所の意志確認のための訪問）  

移行のための講習会（2回）の計画作成  

（派遣希望事業所は講習会受講必須としコンサルタント志望者も同  

講習会に参加）  

10月 第1回講習会  

11月 第2回講習会  

コンサルタント派遣先選定及びコンサルタント選定  

12月 コンサルタント派遣  

20年 3月 コンサルタント派遣終了  

事業まとめ  

②経営等相談支援  

7月 当該事業にかかる資料等の作成  

8月 相談支援希望事業所の公募  

9月 相談支援希望事業所の選定  

相談支援者（専門家）の確保  

10月 相談支援開始  

20年 3月 相談支援事業終了  

事業まとめ  
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H19年度 移行支援事業   

スケジュール（実施状況）  

7月  事業受託  

スケジュールの作成  

説明会準備  

コンサルタント（中小企業診断士等）情報収入  

コーディネーター配置（8月1日から）  

ヨンサルタント（中小企業診断士等）及び作業所等への合同幸美説明会  

会場：倉吉市 参加者 86名（施設関係者・一般企業・コンサル関係・行政）  

（内容）  

＜移行に関しての説明＞  

鳥取県障害福祉課一振興センター  

コンサルタント：●●氏  

・中小企業診断士へのコンサルタント意向調査書配布  

・対象事業所へ派遣申込関係書類配布  

※締め切り8月末  

・申込事業所 コンサル派遣 9事業所／相談支援派遣 3事業所  

8月 1日  

10日  

31日  

9月 12～14日・派遣事業所選定→申込事業所訪問   （鳥取県・振興センター）  

移行に向けての意思確認及び状況把握  

・移行のためのビジネスセミナー（集中講義）1泊2日X2回の計画策定  

－コンサル従事予定事業所への説明（個別訪問）  

10月16・17日 一第1回ビジネスセミナー開催  7事業所13名受講  

※県内コンサルタント志望者 希望者受講 4事業所4名（含む相談員予定者2名）  

ー第2回ビジネスセミナー開催  6事業所12名受講  

※県内コンサルタント志望者 希望者受講 3事業所3名  

11月 3■4日  

派遣先決定  

コンサルタント契約  

コンサルタント全員打合せ  

中旬  

派遣開始  

－コンサルト事業所の顔合わせ・3月までのコンサル派遣計画書の作成  

1  

派遣終了  

報告書の作成  
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移 行 等 支 援 事 業 説 明 会 開 催 要 項  
（障害者自立支援対策臨時特例基金特別対策事業）  

日  時  平成19年 8月10日（金） 9：40～15：30  

会 場 倉吉未来中心 セミナーノレーム3（2階）  

倉吉市駄経寺212－5 TEL：0858－23－5390  

趣 旨 鳥取県から委託を受け、小規模作業所等に対して新体系サービスへの移行に向けた支援を  

実施するに当たり、効率的に支援を実施するために事業説明会を開催する。  

（D 障害者自立支援法における新体系サービスへ移行できていない小規模作業所、旧体  

系サービス事業者（以下「小規模作業所等」）という。）が個別給付や地域活動支援セ  

ンターなど新事業体へ円滑に移行できるように支援する。  

② 新事業体系のうち就労系への移行を希望する小規模作業所等に対して、利用者工賃を  

増加させるための事業も併せて実施する。  

事業内容 ア 経営コンサルタントの派遣  

（丑 小規模作業所等に経営コンサルタントを派遣し、移行のための体制づくり、運  

営基盤の確立、事業内容の充実等新事業体系に円滑に移行できるよう支援する。  

なお、移行時期は、原則として平成20年度末を目標とする。  

② 経営コンサルタントの派遣先箇所数等は、今後県が設置予定の「工賃3倍計画  

検討委員会（仮称）」等の意見を元に、委託費の範囲内で決定する。  

（卦 新事業体系のうち就労系への移行を希望する小規模作業所等に対ては、新事業  

体系への移行推進の他、利用者のエ賃増額に向けての経営指導や市場調査、収益  

性の向上を図る対策等についての支援を併せて実施する。  

④ 経営コンサルタントの派遣に際して、派遣をスムーズに行い、委託事業を効率  

的に実施するために、必要に応じて事前に説明会や講習会を開催する。  

イ 経営等相談支援事業  

人事管理、労務管理又は会計処理等の経営全般等について、小規模作業所等からの  

相談（移行を前提とする。）を受け付け、助言・指導を行う。なお、必要に応じて人事  

管理等の助言及び指導が可能な経験者等の専門家を確保する。  

説明会日程  9：15  受付開始  

9：40  開会  

行政あいさつ  

事業概要説明（振興センター）   

10：10  翻  
「自立支援法下における地域生活支援サービスのあり方」  

講師：●●氏  
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12：00  昼休憩   

13：00）講演②  

「小規模からでも目指せる多機能・多角な経営戦略」  

講師：●● 氏  

15：00 意見交換・質疑応答  

15：30  閉会  

定  見 150名  

（小規模作業所代表者、旧法体系サービス事業所理事長、施設長等代表者及びコンサル  

タント志望者、市町村担当者等）  

参加料  無 料  

申込み  り 平成19年 8月 3日（金）  

定員に成り次第締め切りますのご了承ください。  

※別紙の申込み書に必要事項をご記入の上、ファックスもしくは郵送にて  

お願いします。  

申込み・問い合わせ  NPO法人鳥取県障害者就労事業振興センター  
〒683一価02鳥取県米子市東福原1－1－45  

TEL O859－31－1015 ／FAX O859q31－1035  
E－¶ail：selp－tOttOri＠go［d．∝n．ne．jp  

URL：htt  Show－bu  
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NPO法人 鳥取県障害者就労事業振興センター  

【鳥取県委託事業】  

平成19年度 移行等支援事業  

移行等支援事業説明会   参加者  

（丑 事業概要説明   施設・作業所関係  

② 講演   38事業所54名．  

「自立支援法下における地域生活支援サービスのあり方」   その他  8名  

8  講師：●●氏   行政関係24名  

「小規模からでも目指せる多機能・多角な経営戦略」  

講師：●●氏  

月  

●経営コンサルタント派遣事業申込締切  9事業所申込  

（社福3事業所・′ト規模6か所）  

●経営等相談支援申込締切   3事業所申込  

（社福1事業所・小規模2か所）  

9  コンサル・相談支援申込事業所ヒヤリング   11事業所（1事業所辞退）   

月   
県障害福祉課同行  

経営コンサルタント事業所予定者へ個別説明 4事業所   

10  7事業所 12名受講  

講師：●●氏   （コンサル、相談員予定者5名参  

月   （4名）   加）   

ビジネスセミナー3・4回目開催（1泊2日）   7事業所 13名参加  

講師：●●氏   （コンサル予定者3名参加）  

11  （相談員4名）   3事業所  

コンサル派遣最終選考ヒヤリング   4事業所  

月  4事業所  

経営等相談員業務委託契約   4名．（企業OB）  

●コンサル派遣選考、派遣決定   4事業所  

（東部2か所・西部2か所）  

コンサルタント派遣開始（月2回以上）～3月まで   4事業所  

1回目の訪問はコーディネーター同行   （社福1か所、小規模3か所）  

コンサル派遣事態事業所への相談支援（相談員派遣）   2事業所（小規模2か所）  

経営等相談支援申込事業所への相談支援   1事業所（小規模2か所）  

その他派遣事業所以外の移行に向けての相談   随時  

コンサル派遣継続   4事業所  

相談支援継続   2事業所   

月  相談支援新規訪問   3事業所  

その他派遣事業所以外の移行に向けての相談   随時   

※ 派遣選考結果（別紙1）・派遣等の状況（別紙2）  
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平成19年度 移行等支援事業 ビジネスセミナー  

1泊2日セミナー2回開催  

★プログラム  

旦塵平成19年10月16日17日・11月3日4日  

金塊鳥取県西部総合事務所福祉保健局 中会議室（米子市東福原トト45）  

日 程  時 間   内  
容   講   

師   

1日目  13：00一〉  講式   主催者 振興センター長 ●●挨拶  

鳥取県福祉保健部次長●●挨拶  

13：30′｝  福祉事業者をとりまく環境の変化～迫られる選択～  

10月16日 ・自立支援法の理念と実際  

（火）  ・自立支援法下における地域生活支援サービスのあり方  

・ゆるやかな関係づくり  

16：30～  ワークショップを活用した研修  ●●氏  

・り一ウシヨッブの基礎技術（地域の未来予測）  

・ワークショップの基礎技術（要所解明）  

19：00～       懇親会   受講生・講師全員参加  

ク  

l ル  

9：00～  事業紹介「社会福祉法人むそう」の取り組みについて   

10月16日  10：00l～  事業所の成長モデル「発展5段階」の研究  ●●氏  

（火）   13：OCl～  事例研究「全国の先進事例」  

・社会福祉法人オープンスペースれが－と  

・社会福祉法人Cネットふくい  

・社会福祉法人ゆうかリ  

・社会福祉法人シンフォニー   他  

14ニ00′〉  ビジョンづくリワークショップ  ●●氏  

2日間のまとめ・課題について  

終了  

3日目   13：00′〉  

11月3日  合意形成の考え方  ●●氏  

（土）  合意形成ワークショップ  

16▲00～   ●●氏  

ワークショップの応用「マーケテイングゲーム」  

19：3－⊃～  ■テ ■一… ▲   受講生・講師全員参加  

2  

ク l  9二01⊃～  事業構想の立案   ●●氏   

ル  11月4日  10：3D～  「資金計画t収入計画・人員」の作成  

（日）   13：0D′〉  「収支計画」の作成   

14：00′〉  

15：30～  

16：00′－・■   ●●氏 ●●氏 鳥取県障害福祉課●●課長  

今後のスケジュールについて  

、97   



平成19年度移行等支援事チト 経営コンサルタント派遣選考‡果について  

現  行  移行後  
セミナー   
ビジネス   セミナー受講後聞き取りによるの課題・問題  コンサル派遣の選考に係るセンターとし  コとサ  

NO  作業所名                               運営主   

形態   移行形態  移行時期  移行後の事業について  受講   点等（支援してほしい内容）   ての意見   ル派遣   

小規模作業所  B型   H20・1～   クッキー製造事業を拡大   
経営について課題（会計事務の徹底・労掛こついて不  

口  ●●作業所  NPO法  2月  安）   移行に向け手短申請関係はほぼできるが、事  
■■・1   

人  多機能（授産・日   
中活動）  ○                   決定        定員20名  基盤整備  現事業の見直し（キャンドル、押し   エ賃アップに向けての取り組みについて（販路拡大、製  某所の橙嘗に関しては、労務会計等に不賛が ある合わせてB型移行後の事業収入向上        後移行  花製品、受託作業）   品カアップ等）支援がほしい。   ○ に向けての取り組み支援が必要。会計を含め  

た経営的コンサル丁イングの派遣が必要。   
なた豆をお茶に加エして販売  地域（企業）との連携をしていくための支援。  

自主製品の拡大   
経営の安定（利用者の確保、資金調達方法）に目処が  

2  ●●作業所  家族会  小規模作業所  B型   
H20年度  

立たない。   来年度就労継続支援B型に移行の意志は確   

中（未定）  
定。それに向けての全面的支援が必要。地域  

日中活動型   定員20名  
○       決定             エ賃アップに向けての取り組み（マーケテイング、商品 がほしい 
開発等）支援。  スタッフでは函難なためコンサルティングの支  

接が必要である。   

3  ●●作業所   小規模作業所  B型   H20．4．1  パン製造事業新規   新事業展開における経営の安定   
移行に向けての申請はできると思われるが、   

NPO法  食品事業の拡大  ○      決定  

人  中活動）  たい。  事業計画の作成が必要である。そのためにも  
コンサルティングの支援が望まれる．   

（新事業展開におけるスタッフの雇用等について）  

4  ●●作業所  社福  小規模適所授産  B型   H20．4．1  自主商品の見直し   新事業に向けて現状経営の整理   
セミナー受講後、経営を安定させることと、地   
域の資源を考えた事業取り組みの必要性を  

定員20名  新規事業への取り組み  ○  決定  
る。そのためには基盤となる現時点での、コン  

イベント事業の拡大（営業許可取  エ賃増に向けての事業見直しと新事業への取り組み   
サルティングは必要である。   

得）  

5  ●●作業所   
H20年度  

小規模作業所  中（未定）  

家族会  セミナー終了後、今後の展開について先が見えてきた  

が、現段階での支援はまだ明確な方向性がでない。合  辞退  
多機能（授産・日 中活動）   

NPO法人  であるため、コンサル派遣は辞退。   
（多機能  

も検討）  

6  ●●作業所  個人  小規模作業所  B型   
H20年度  インターネット販売展開   現体制での移行にはまだ不安がある。（利用   

中（未定）  楽天市場契約済み（H19．8）  授産活動型   定員20名  
席）   

△（2回 目は欠   ビジネスセミナーの前受講ができず、コンサル派遣は辞 退。    辞退  
今年度は相談員派遣支援予定。  

（またはA  

型10名）  



派遣作業所及びコンサルテイ：ブ業務委託事業所－  

セミナー受講後聞き取りによるの課題・問題  
点等（支援してほしい内容）  

コンサル派遣の選考に係るセンター  
としての意見  

第1回目派遣の感想等  コンサル事業所   作業所名  

●●作業所  スタッフの共通認識がされていない。施  
設長の方向性が他スタッフに伝わってお  

移行に向け書類申請関係はほぼできる  
が、事業所の経営に関しては、労務会計  

NPO法人移行後の会計及び移行後の結  
理労務について支操を希望 法人 就労  

I  ‡   

t〟つ刀い－ノ＞’ヽ■J■■】A（エ．1「】王○／・A′ヽヽりゾレノJ  

品カアップ等）支援がほしい。   エ賃アップに向けての取り組みについて（販路拡大、製  等に不安がある。合わせて、B型移行後  l。  Ⅰ税理士事析   系会計等福祉 サービス事業所の会計に  
嬢が必要。会計を含めた経営的コンサル  

ついて精通し且つ各分野での支援が   

ティングの派遣が必要。  可能。   
地域（企業）との連携をしていくための支援。  

織作りの必要を感じる。   

経営の安定（利用者の確保、資金調達方法）に目処が  
2  ●●作業所   立たない。   経営理念を作成し、皆が共有できる様に  

来年度就労継続支援B型に移行の意志  することが急梼。NPO法人格を取得する  
は確定。それに向けての全面的支援が   移行に向け新事業所の方向性等、スタッ    責務の認識が不十分と見受けられる。及  

○  コンサルティング事  某所          エ賃アップに向けての取り組みくマーケテイング、商品 開発等）支援がほしい。     必要。地域を活かした卒業展開を望む。    フの意識付けからの支援が必要。距離  び新事業体系に対してもまだ基本方針     そのためには現スタッフでは困難なため  的な面から鳥取市内の事業者に委託。  ができていなしヽ状況。但し、応対者が素  
コンサルティングの支援が必要である。  直な気持ちで受け入れているため、支援  

効果は見込める。  

3  ●●作業所  新事業展開における経営の安定   移行に向けての申請はできると思われる   既に、2拠点の事業の設備整備が進んで  
が、今後の事業展開するうえで、長期を  

中小企業のコンサルタント実績及び巨楳 設とのプログム活かした  
○  コンサルティング事   定そ実現ラを経      エ賃アップに向けた事業収入向上の戦略を組んでいき   見据えた事業計画の作成が必要である     いる。今後を進める上で、職員の共 有意識が必要と思われる同時にバン  

たい。     R そのためにもコンサルティンケの支援が  某所   嘗コンサルティングを行つ。フ℃気な事業  ■し  く     Jlこ▲ 事業と喫茶事業の開始に向けての計画  

望まれる。  所つ〈ノの支援が望める。   が必要。   
（新事業展開におけるスタッフの雇用等について）  

4  ●●作業所  新事業に向けて現状経営の整理   セミナー受講後、経営を安定させること   今後、地域の中の事業所を目指すと言  
と、地域の資源を考えた事業取り組みの  経営コンサルティング事業を中心に人材            成業もう せてル 

事務系統の機能整理  
○  コンサルティング事  業所              育事行 合わ流通業（ー  つ、応対者の意識と他のスタッフ意吉附こ  

に向かっている。そのためには基盤とな  ルス、、、 促進企画等）のコンサルティング実績を  る現時点での、コンサルティングは必要  
持つ。   

誠も必要と思われる。またそれ以前に仕  

工賃増に向けての事業見直しと新事業への取り組み   事場の整理整頓が急務。   

NO  作業所名   
セミナー受講後聞き取りによるの課題・問題    相談支援派遣に向けてセンター意見  

点等（支援してほしい内岩）  
今後の方向性   訪問後の感想等   

・移行後の事業に関してまだ概要もでき  
ロ  ●●作業所  セミナー終了後、今後の展開について先が見えてきた  NPO法人格取得、移行に向け前向き取リ   ていない。（種別、人員確保、設備要件  

相談  
■NPO法人取得に向けて（H20．4設立予 ） 

わせて利用者、保護者のニーズ把握もこれからの段脂  基本的な方向性もできていない。経営感  定 ・新事業体系移行  
であるため、コンサル派遣は辞退。   覚のある支援が必要。  準備（設備・人員確保等）  ・NPO法人酎尋の時期を急ぐ必要性が  

感じられない。   

2  ●●作業所   現体制での移行にはまだ不安がある。  
ビジネスセミナーの前受講ができず、コンサル派遣け辞  

・企業組合を希望するが、他法人との合  

退。  
併も視野に入れている。  12月25日訪問予定   

た今後の方向性を整理する必要がある。   ■事業展開の拡大  

3  ●●作業所   ・NPO法人取得申請を終えるが、移行ま  

現体制での移行にはまだ不安がある。  
でのスケジュールもできていない。  

ビジネスセミナー全受講。当初より相談支援希望  （利用者確保、事業展開等）代表一人の  
・NPO法人申請済み（H20．3承認予定）  

力量では不安があり、相談支援が必要。   
・新事業体系移行向けての全面支援  

・今後、行政との連携は必要である。行  
政の指示には素直に従うと思われる。  



コンサノl－て遣及び相談支援事業内容（1～2月）  

NO  作業所名   12月の派遣内容  1月の派遣内容   

l  ●●作業所  1回目（コーディネーター同 行）  現状把握。スタッフ全員に対する意雄調査とインタビュー   3回目   移行申請雷類の確認。クッキーのモニター、結果報告及び商品リサーチ  
の方法等。  

2回目   意識調雇の結果報告。会計について、人事・労抹について、エ賃アップ の上についてのにけ内確 
（事業収入向）今後支援等向容比。   

運営規定事の最終確認（就業規則、経理規程等）   

2  ●●作業所  1回目（コーディネーター同 行）  現状把握。NPO法人取得に向けての心構え。これからやらなければなら ないこと 
。   

NPO法人設立申請にむけt終確泣。  

2回目   移行後の人体制・対た看の把乱作業所の知名度アップ。作業内容の確  
拉。NPO法人設立に必要な内容確認（定款、事業計画等）   

長期事業針周の作成（魅力あり作♯所つくり、エ文の向上、営業体制等）   

3  ●●作業所  1回自（コーディネーター同 行）  現状把握。今後の事業書†画等について。新規事業の概要（計画）聞き取 り．人Å配世、人材書成方法聞き取り。間鰭点の整理。  5回目   年次計画の検討。商品力の強化対策．労務管理。  

2回目   拠点店舗（新規）の具体的計画検討。バン製造販売事業具体的計画検  拠点（新規）開設に伴う地域参画計画。職Aの目標とモチベーションアツ  
討。スタッフヒヤリング（3名）   プ  

3匝帽   商品開発と販路について再検討。スタッフヒヤリング（2名）   5回目   新商品試作．新事業のプランニング．  

4回自   5か年計画（年次事業計画収支計画雷作成）。人Å配牡、役割分担と人  
材育成について。就業規則、給与規定の整備等  

4  ●●作業所  l回日（コーディネーター同 行）  経営者ヒヤリング。諜堰抽出。5Sの浸透。目的目標（PDCA）理念等  3回目   新事業の規定等の確認、♯正。収支計画書の作成。事業の見直し。  

2回呂（コーディネーター同   職員研膝（スタッフ全員）。職員個別面談。事業ごとの収支決井分析確泣 ＝ 
行）  事♯の見直し等。移行までのスケジュール確認。新規事業の検討。   理念の見直し。緑営育としての心機え。受託作美の見直し。  

（打ち合わせ）センター  新規事業（設備整情事集）の内容確詑。設備発注。  

NO  作業所名   12月の訪問（相談）内容  1月の訪問（相餅）内容   

l  ●●作業所  1回8（相談員4名）  現状把捜。現状及び移行に向けての問鰭点、課題lこついてのディスカッ  3回目（相談員4名）  NPO法人申甜書類（定款等）の内執舶乱サービス管理暮住着等新事業 
ション。今後の方向性について（NPO法人取得等）  体系移行に向けての基準等の確凱新規事業の格技。  

2回目（糟班員1名）  前回訪問後の状況確認。今後の相談支援についての確認   4回目（相談Å2名）  企業内実習の検討。市内企業視察および企♯実習（施投外授産）の仕事：  
内容説明。   

2  ●●作業所  1回目（センター）   既存NPO法人との合併（傘下）相放。相手法人代表同行。   3回目（町との打ち合  
わせ）   せ。  

2回目（相談員4名）  合併（傘下）案の説明。（2事業所より説明）。現状把握（収支決井暮の確 認）  

3  ●●作業所  1回目（相談員4名）  現状把握。今後の方向性についてヒヤリング。   3回目（相談員1名．  
市担当者2名）   画の作成。基盤整傭事業の内容確控。  

2回目（相…炎Å1名）  専属相朋欄の専任。NPO法人の設立について。移行（8型）後の取り組み について代表りヒヤング 

よリ。多々の間麺。諌惣点について確認。  

ヰ  ●●作業所  1回目（相談員4名・町 担当者・家族会2）  町唯一の作業所。今後の方向性について   名  

（社）乱本自閉症協会の下部組織からNPO法人取得独立。現在3作業所  
5  ●●作業所  l回目（相談負4名）   が同法人のもと新事業体系に移行計画。法人粕汁、事業所細儀の相  

談。   

6  ●●作業所  

l回目（相談員4名）  H柑NPO法人取得するが、家族会組織のため機能せず、組織改選相臥 の 
法人として組■在り方．新事業後の体制について   

※相旗員  
・鳥取県内の企業退職者（団塊世代）  
・現職時の経理・労携管理の専門を  
活かし作業所との椎営等の相談を委  
託。  
・法人格取得、移行後の全般相吉炎を  
行う。   

4名がそれぞれの得意分野を持ち、  
作業所の福吉炎内零封こより専属を決め  
るト相談員以外の分野の相拍内容に  
対しては相抹員の人脈を生かし、つ  
ないでいく。（各製造分野等）   

★今年度予算内で相芸炎があれば随時  
訪問開始。   



H19年度移行等支援事業  

ビジネスセミナー受講者の感想（抜粋）   

＜合意形成の講座を修了した時点での講師への感想＞  

●●作業所  

・傾略することの大切さを感じた。  

・計画することの大切さ。そして「動く」こと「話合う」ことの大切さを学んだ  

●●作業所  

・コアメンバーの責任を感じた。  

・メンバーのポジションの大切さもわかった。  

・今まで自分たちの周りだけで物事を決めていた。今後計画を立てそれを如何にして伝えるか   

（合意をとるか）。また、それ（計画→合意）をしなければ前には進めないことがわかった。   

●●作業所  

・今まで自立支援法は「悪法」というマイナスイメージを持っていた。今回の研修でそれは違うこと、  

やり方次第では全員が幸せになる良い法律であると思った。  

これからは「経営」＝「事業家」にならなければならない。  

・合意をして行くことは当たり前のことだけれど、今回改めて勉強した。  

●●作業所  

・合意形成の大切さを学んだ，全員が納得し、共通の考えを持つよう取り組んで行きたい。  

・計画を立てそれをわかりやすく皆に伝え、「共通理解すること」が今まで欠けていた。  

今後共通理解をしていくことが大切だ。  

●●作業所  

・今、新しい事業を導入しようとしているこの時期、また移行の準備にとても参考になった。   

・リフレーミングの大切さを学んだ⊃  

・反対意見に対しても、プラスに変えた考え方で合意を目指すことが大切だと気付いた。   

●●作業所  

・コミュニケーションの大切さをあらためて感じた。  

・講師の先生の笑顔が素敵だった。スマイルの大切さ、それが人間関係も作る。  

・また、今回参加した受講生が仲良く話せるようになったこと。これが一番大事ではないか！  

・具体的な計画を立てることの必要性を学んた  

・それにより今までより新事業への移行に対しての「不安」 

－101－－   




